
補助金の見直し　５

各種団体の運営費補助を「補助金等に関する見直しガイドライン」により検証
し、イベント補助は廃止します。

補助金の見直し

市税の税率引き上げ　６

評価替えに伴う減収を補うために、現行1.4％の税率（標準税率）を1.5％に引
き上げます。（都市計画税とあわせて1.8％になります）

固定資産税

現行の税率（標準税率）を1.5倍に引き上げます。
（例：4輪乗用　現行7,200円⇒10,800円）

軽自動車税

※市税の改正については、左ページで詳しく説明しています。

収納対策・収入確保　７

悪質滞納者への行政サービス制限や法的措置の執行、債権管理のルール化を図
り収納対策を強化します。

市税、市税外収入

遊休地の売却や、広告料、ふるさと納税など多様な方法で収入を確保します。その他の収入

（効果額は7年間の合計）

職員給与などの見直し効果額　合計22億4千万円

退職者補充と年齢構成のバランス、最低限の組織を維持しつつ、職員数を削減
します。　H20　212人　⇒　H27　179人（33人削減）

職員数の削減

給料・期末手当を30％削減に拡大します。
役職加算の凍結を継続します。
（※役職加算とは、期末手当支給時にそれぞれの役職に応じた加算）

特別職

給与の削減

給料・期末勤勉手当を20％削減に拡大します。
管理職手当の20％削減を継続します。
役職加算の凍結を継続します。
持ち家の住居手当を新規購入後5年間のみの支給とし、月額2,500 円に削減します。

一般職

報酬・期末手当を15％削減に拡大します。
役職加算の凍結を継続します。
政務調査費交付金を凍結します。
常任委員会の視察（2年に一度）を休止します。

市議会議員

財政健全化計画に関するお問い合わせ

留萌市行財政改革推進本部事務局（財務課）

緯４２・１８１３　胃４３・８７７８
※新・留萌市財政健全化計画は、留萌市ホームページ、または、留萌市役所市政情報コーナーなどで見ることができます。

効果額：　 1千万円

効果額：　 5億5千万円

効果額：　 1億3千万円
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 鞄軽自動車税額

改定前閣改定後（円）区           分改定前閣改定後（円）区           分

1,500串1,00050穐以下第一種

原動機付自転車

3,600串2,400二輪のもの（250穐以下)

軽自動車

1,800串1,20090穐以下
第二種

4,600串3,100三輪のもの

2,400串1,600125穐以下10,800串7,200自家用
乗用

四輪以上の
もの

3,700串2,500ミニカー8,200串5,500営業用

2,400串1,600農耕作業用
小型特殊自動車

6,000串4,000自家用
貨物

7,000串4,700その他4,500串3,000営業用

6,000串4,000二輪の小型自動車(250穐を超えるもの）3,600串2,400雪上車
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